
 

天草市住宅用太陽光発電システム等設置推進事業実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、天草市補助金等交付要綱（以下「要綱」という。）第２条に基づき、同条別表の

天草市住宅用太陽光発電システム等設置推進事業（以下「事業」という。）の実施に関して定めるも

のであり、地球温暖化対策のため、省エネルギー及び創エネルギーに寄与する住宅用太陽光発電シス

テム等の設置の普及促進を図ることを目的として、住宅用太陽光発電システム等を設置する者に対し、

天草市地域活性化商品券交付事業実施要領に定める商品券（以下、「商品券」という。）にて交付す

ることに関し、必要な細目等を定めるものとする。 

（対象システム） 

第２条 事業の対象となる住宅用太陽光発電システム等（以下、「対象システム」という。）は、別表

第１のとおりとする。 

（対象者） 

第３条 事業の対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 次のいずれかに該当する者 

ア 自らが居住する市内の住宅に対象システムを設置する者（以下、「システム設置者」という。） 

イ 対象システムが設置された市内の建売住宅を自ら居住するために購入する者（以下、「システ

ム付き住宅購入者」という。） 

(2) 電力会社と電灯契約及び余剰電力の受給契約を締結する者 

(3) 市税等の滞納がないこと。 

２ 単身赴任等のやむを得ない事由により、第９条に規定する実績報告書の提出日において、対象シス

テムを設置した市内の住宅に住所を有しない者については、前項第１号中「自ら」を「自らと同一生

計にある者」とする。 

（交付額） 

第４条 交付額は、別表第２のとおりとする。 

（交付申請） 

第５条 交付を受けようとする者（以下、「申請者」という。）は、住宅用太陽光発電システム等設置

推進事業交付申請書(様式第1号)に、別表第３に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（交付申請の受付期間） 

第６条 交付申請書の受付期間は、当該年度の４月１日から３月１０日までの開庁日とする。 

（交付決定通知） 

第７条 市長は、第５条の申請書の提出があった場合において、審査の上適当と認めるときは、住宅用

太陽光発電システム等設置推進事業交付決定通知書(様式第２号)により、申請者に対してその旨を通

知する。 

（決定の変更及び取消し） 

第８条 交付決定を受けた者は、交付決定の内容を変更しようとするときは、住宅用太陽光発電システ

ム等設置推進事業計画変更承認申請書(様式第３号)を、当該決定に係る申請の取下げを行うときは、

住宅用太陽光発電システム等設置推進事業取下申請書(様式第４号)を速やかに市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の計画変更承認申請書の提出があった場合において、審査の上適当と認めるときは、

住宅用太陽光発電システム等設置推進事業計画変更承認通知書(様式第５号)により、取下申請書の提

出があったときは、住宅用太陽光発電システム等設置推進事業取消通知書(様式第６号)により、それ

ぞれ申請者に対してその旨を通知する。 

（実績報告） 



 

第９条 交付決定を受けた者は、補助事業が完了したときは、交付決定日の属する年度の末日までに、

住宅用太陽光発電システム等設置推進事業実績報告書(様式第７号)に別表第３に掲げる書類を添えて

市長に提出しなければならない。 

（交付の確定） 

第１０条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、審査の上額を確定し、住宅用太陽光発電

システム等設置推進事業確定通知書(様式第８号)を交付する。 

（交付の請求等） 

第１１条 交付決定を受けた者は、前項の規定による確定通知書を受理した日から３０日以内（その日

が休日に当たるときは、その前日における休日でない日）に、確定通知書と身分が確認できるものを

提示し、住宅用太陽光発電システム等設置推進事業交付請求書（以下、「請求書」という。）(様式第

９号)と身分が確認できるものの写しを市長に提出しなければならない。ただし、代理人により請求を

行う場合は、確定通知書と身分が確認できるものを掲示し、請求書に身分が確認できるものの写しと

委任状を添付し、提出しなければならない。なお、商品券を電子で受領することを希望する者は、ス

マートフォンアプリを登録することにより、請求書及び身分が確認できるものの写しの提出に代える

ことができる。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、内容を確認し、商品券を交付しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１２条 交付決定を受けた者は、当該対象システムを譲渡し、交換し、貸与し、担保し、又は廃棄に

供するときは、あらかじめ住宅用太陽光発電システム等処分承認申請書(様式第１０号)を市長に提出

し、その承認を受けなければならない。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和４０年

大蔵省令第１５号)に定める耐用年数に相当する期間を経過しているものについてはこの限りではな

い。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、交付決定を

取消し、既に交付した商品券（既に商品券を使用している場合は、その商品券の代金に相当する額）

の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

(1)虚偽の申請により交付を受けたとき。 

(2)交付の条件に違反したとき。 

(3)前条の規定に違反して対象システムを処分したとき。 

（手続の代行） 

第１４条 申請者は、第５条の交付申請、第８条の計画変更承認申請及び取下申請、第９条の実績報告、

その他必要な手続について、対象システムの施工業者、住宅建設業者等（以下「手続代行者」という。）

に代行を依頼することができる。 

２ 申請者は、前項の規定により手続を代行させる場合には、委任状（様式第１１号）を提出しなけれ

ばならない。 

３ 手続代行者は、依頼された手続を、誠意を持って実施するものとし、本手続の代行を通じ、申請者

に関して得た情報は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に従って取り扱うも

のとする。 

４ 市長は、手続代行者がこの要領に定める手続を偽り、その他不正の手段により行った疑いがある場

合は、必要に応じて調査を実施し、不正行為が認められたときは、当分の間、手続の代行を認めない

ことができるものとする。 

（協力） 

第１５条 市長は、交付を受けた者に対し、必要に応じ売電量及び買電量等太陽光発電システムのデー

タの提供その他の協力を求めることができる。 



 

附 則 

この要領は平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成２４年３月７日から施行する。 

附 則 

この要領は平成２４年３月２６日から施行し、改正後の天草市住宅用太陽光発電システム等設置費補

助金交付要領の規定は同年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は平成２４年７月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成３０年１月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は令和２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は令和４年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は令和５年５月１８日から施行する。 

附 則 

この要領は令和６年４月１日から施行する。 



 

別表第１(第２条関係) 

対象設備の種類 設備の要件 

太陽光発電システム 

(1)太陽電池出力が２kW以上であること。 

(2)屋根、屋上、地上等（以下、「屋根等」という。）に設置する太陽電池モジュー

ルで発電した電気が、住宅（店舗との併用住宅を含む。以下同じ。）におい

て消費され、連系する低圧配電線に余剰の電気が逆流されること。 

(3)電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成

２３年法律第１０８号）第９条の規定による１０kW未満（増設の場合は既設

分を含む）の太陽光発電設備の認定を受けたもの。  

(4)未使用品であること(中古は対象外)。 

蓄電システム 

(1) 蓄電容量が２kWh以上であること。 

(2) 国が実施する補助事業における補助対象機器として、一般社団法人環境共

創イニシアチブ(SII)が認めたもの、又は市長がそれと同等と認めたもの。 

(3) 住宅に電気を供給するために設置され、常時太陽光発電システムと接続し

、同システムが発電した電気を充放電するもの。 

(4) 未使用品であること(中古は対象外)。 

 

 

 

別表第２(第４条関係) 

対象設備の種類 補助金の額 

太陽光発電システム 

１件あたり５万円とする。 

ただし、市内に本店、支店、営業所等を置く事業者が対象システムの施工を 

行う場合は、１０万円とする。 

蓄電システム 

１件あたり５万円とする。 

ただし、市内に本店、支店、営業所等を置く事業者が対象システムの施工を 

行う場合は、１０万円とする。 

 



 

別表第３(第５条、第９条関係) 

対象設備の種類 

添付書類 

交付申請書 実績報告書 

共通 

(1) 事業計画書 

(2) 対象システムを設置する住宅又は設置

されている住宅の所在を示す地図 

(3) 対象システムの配置図（太陽光・蓄電

池） 

(4) システム設置者にあっては、次に掲げ

る書類 

ア 工事請負契約書又は売買契約書の写し 

※対象システムの設置経費の内訳が記

載されていない場合は、当該内訳が記

載された書類を添付 

イ 対象システムを設置する住宅全体のカ

ラー写真 

ウ 対象システムの設置予定箇所（屋根、

設置場所）のカラー写真 

(5) システム付き住宅購入者にあっては、

次に掲げる書類 

ア 売買契約書の写し 

イ 対象システムの設置経費の内訳が記載

された書類 

(6) 市税等の滞納のない証明書(市の職権

調査に同意しない場合、又は過去に市

から課税されていない者) 

(7) その他市長が必要と認める書類 

(1) 世帯全員の住民票の写し（交付決定日

以降に発行された現住所のもの） 

(2) 対象システムの設置経費に係る領収

書の写し 

(3) 対象システムの設置状況が確認でき

るカラー写真 

(4) 未使用品であることが確認できる書類

の写し 

(5) その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電 

システム 

 (1) 再生可能エネルギー発電事業計画の

認定に係る通知の写し 

(2) 電力会社との電力受給契約の内容が確

認できる書類の写し 

 

蓄電システム 

(1) 蓄電システムの仕様が確認できるパン

フレット等 

(2) 蓄電システムの配線図(太陽光発電シス

テムと接続することが確認できるもの) 

(1) 蓄電システムの銘板のカラー写真（型

式名、製造番号が確認できるもの） 

 


